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令和６年職員給与実態調査の概要

１　調 査 の 目 的
　地方公務員法第８条第１項の規定に基づき、職員の給与の実態を把握し、統計を整備するとともに、

給与制度運用の基礎資料を得ることを目的とした。

２　調 査 の 時 期
　令和６年４月１日現在

３　調 査 の 方 法
　各任命権者が作成した給与マスターファイルを基に、本委員会が本県総務部人事課の協力を得て集

計した。

４　調査対象職員
　調査対象職員は、職員の給与に関する条例（昭和26年福島県条例第９号）及び福島県市町村立学校

職員の給与等に関する条例（昭和31年福島県条例第56号）の適用を受ける職員（休職等の職員を除く。）

である。

　定年が段階的に引き上げられることに伴い、職員の給与に関する条例（昭和26年福島県条例第９号）

附則第15項により給与が決定される職員は調査対象から除いている。

５　調　査　事　項
⑴　職員に関する事項

　　部局、経験年数、年齢、学歴、性別

⑵　給与に関する事項

　　　適用給料表、職務の級、号給、給料月額、諸手当（扶養手当、通勤手当、住居手当等）
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第１表

適用給料表別、部局別人員

給料表
部局 行政職 公安職 教育職 研究職 医療職

（一）
医療職
（二）

医療職
（三） 計

知 事
人 人 人 人 人 人 人 人

4,251 － 18 242 18 169 168 4,866

警 察 433 3,356 － 25 － － 2 3,816

教育委員会 211 － 149 28 － 1 1 390

高等学校等 309 － 4,073 － － 12 － 4,394

そ の 他 81 － － － － － － 81

計 5,285 3,356 4,240 295 18 182 171 13,547
（構成比）（� 39.0％）（� 24.8％）（� 31.3％）（� 2.2％）（� 0.1％）（� 1.3％）（� 1.3％）（�100.0％）

（注）�　部局欄の「その他」は、議会事務局、選挙管理委員会事務局、人事委員会事務局、監査委員事務局、労
働委員会事務局及び海区漁業調整委員会事務局を示す。

第２表

適用給料表別平均経験年数、平均年齢、
学歴別人員構成比及び性別人員構成比

給料表
項　目 行 政 職 公 安 職 教 育 職 研 究 職 医療職

（一）
医療職
（二）

医療職
（三） 計

人 員 ㆟ ㆟ ㆟ ㆟ ㆟ ㆟ ㆟ ㆟
5,285 3,356 4,240 295 18 182 171 13,547

平 均 経 験 年 数 年 年 年 年 年 年 年 年
19.1 16.3 23.2 16.7 24.9 20.0 17.0 19.6

平 均 年 齢 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳
41.4 37.7 46.1 40.0 49.7 42.9 39.3 41.9

学 歴 別
人員構成比

大学卒 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
77.3 54.4 95.9 99.0 100.0 62.1 59.6 77.5

短大卒 2.7 − 3.5 − − 37.4 39.8 3.2

高校卒 20.0 45.6 0.5 1.0 − 0.5 0.6 19.3

中学卒 − − − − − − − −

性 別
人員構成比

男 性 70.0 89.3 56.9 76.9 72.2 42.3 4.7 69.7

女 性 30.0 10.7 43.1 23.1 27.8 57.7 95.3 30.3
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第３表

県職員給料表別平均給与月額の状況
（職員の給与に関する条例の適用を受ける職員）

項　目

給料表

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在 令和５年
４月１日現在

給　　料 地域手当 給 料 の
特別調整額 扶養手当 住居手当 そ の 他 合　計

（給与月額） 給与月額

円 円 円 円 円 円 円 円

行 政 職 329,940 445 12,474 7,895 10,069 2,850 363,673 362,883

公 安 職 335,701 381 2,827 12,117 6,341 4,396 361,763 356,313

教 育 職 406,000 20 3,295 9,504 8,482 7,887 435,188 434,470

研 究 職 332,861 0 7,491 7,534 11,347 4,260 363,493 363,818

医療職（一） 523,978 94,353 48,922 16,806 5,956 263,191 953,206 957,149

医療職（二） 344,995 0 6,079 5,783 10,165 9,142 376,164 372,359

医療職（三） 324,751 0 1,462 4,480 8,460 1,276 340,429 343,792

合　計 355,630 399 6,926 9,377 8,652 5,251 386,235 384,655

（注）　１　給料には、給料の調整額及び教職調整額を含む。
　　　２�　その他は、単身赴任手当、義務教育等教員特別手当、初任給調整手当、特地勤務手当等及び寒冷地手当で

ある。
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第４表

行政職給料表　学歴別、経験年数別人員及び平均給料月額
学歴

経験年数
人員計

大 学 卒 短 大 卒 高 校 卒

人員 平　　均
給料月額 人員 平　　均

給料月額 人員 平　　均
給料月額

人 人 円 人 円 人 円
１ 年未満 178 163 207,206 1 190,900 14 174,493
１ 　年 156 139 210,727 17 178,947
２ 　年 137 111 215,788 3 202,700 23 184,530
３ 　年 140 112 220,488 3 209,067 25 189,736
４ 　年 113 96 228,626 2 213,200 15 198,087
５ 　年 101 77 234,184 3 219,933 21 205,610
６ 　年 114 100 240,281 2 224,750 12 210,725
７ 　年 133 117 246,116 2 232,850 14 214,821
８ 　年 158 138 255,106 5 237,580 15 219,880
９ 　年 142 113 266,088 4 243,850 25 228,792
1 0 　年 190 157 274,245 3 255,633 30 234,027
1 1 　年 216 190 283,904 9 263,756 17 239,588
1 2 　年 172 133 289,233 11 270,645 28 247,329
1 3 　年 158 132 296,555 4 278,350 22 258,818
1 4 　年 147 125 306,173 5 287,060 17 265,900
1 5 　年 102 79 324,835 3 298,467 20 275,750
1 6 　年 99 83 332,906 1 303,200 15 283,440
1 7 　年 70 55 344,247 4 310,550 11 285,636
1 8 　年 75 54 351,291 5 333,900 16 292,638
1 9 　年 90 74 360,638 1 345,200 15 306,407
2 0 　年 92 75 364,623 5 338,380 12 315,408
2 1 　年 86 62 369,997 2 359,700 22 327,850
2 2 　年 79 59 376,000 6 363,833 14 336,979
2 3 　年 91 75 387,239 2 371,450 14 344,850
2 4 　年 156 131 392,529 2 374,350 23 358,974
2 5 　年 154 117 394,886 4 375,900 33 364,745
2 6 　年 168 127 398,983 6 379,100 35 369,760
2 7 　年 152 106 401,127 6 381,033 40 372,280
2 8 　年 122 89 404,701 2 383,550 31 379,174
2 9 　年 128 102 408,508 6 379,333 20 376,905
3 0 　年 159 119 410,761 5 379,920 35 382,954
3 1 　年 160 116 418,139 5 381,100 39 386,279
3 2 　年 202 142 416,729 6 389,733 54 392,863
3 3 　年 198 148 420,911 3 392,000 47 394,717
3 4 　年 180 134 423,750 5 393,460 41 395,517
3 5 　年 183 131 422,892 3 398,767 49 398,286
3 6 　年 108 74 422,281 2 408,750 32 404,509
3 7 　年 70 30 418,483 2 404,500 38 401,353
3 8 　年 20 1 405,700 19 401,842
3 9 　年 26 26 404,162
4 0 年以上 60 60 407,267

合　計 5,285 4,085 329,353 144 322,372 1,056 330,908
平均経験年数 19.1年 17.9　年 19.9　年 23.8年

第５表
本県職員と国家公務員との給料比較

令和３年４月 令和４年４月 令和５年４月

100.4 100.4 100.1

（注）　地方公務員給与実態調査及び国家公務員給与等実態調査の結果に基づき、国の行政職俸給表㈠適
用職員に相当する本県職員と国の行政職俸給表㈠適用職員の学歴別、経験年数別による平均給料額
をラスパイレス方式によって比較したものであり、国家公務員を100とした場合の本県職員の指数で
ある。
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第６表

扶 養 手 当 の 支 給 状 況

給料表

区　分
行政職 公安職 教育職 研究職 医療職

（一）
医療職
（二）

医療職
（三） 計

受 給 者
人 人 人 人 人 人 人 人

2,102 1,850 1,897 120 13 55 35 6,072

職 員 総 数 に 対 す る
受 給 者 の 割 合

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
39.8 55.1 44.7 40.7 72.2 30.2 20.5 44.8

受給者１人当たりの
平 均 手 当 額

円 円 円 円 円 円 円 円
19,851 21,981 21,243 18,521 23,269 19,136 21,886 20,921

支
給
区
分
別
扶
養
親
族
の
状
況

配　　偶　　者

人 人 人 人 人 人 人 人

937 1,129 653 66 2 15 3 2,805

扶養親族である子 2,950 3,027 2,960 152 24 83 62 9,258

16歳の年度初め
から22歳の年度
末までの子

1,091 582 1,132 43 6 25 24 2,903

配偶者及び子以外の
扶養親族 113 27 122 9 3 － 1 275
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第７表 通 勤 手 当 の 支 給 状 況
給料表

区　分 行政職 公安職 教育職 研究職 医療職
（一）

医療職
（二）

医療職
（三） 計

受 給 者 計 3,612 人 2,278 人 3,756 人 257 人 11 人 144 人 122 人 10,180 人

職 員 総 数 に 対 す る 受 給 者 の 割 合 68.3 ％ 67.9 ％ 88.6 ％ 87.1 ％ 61.1 ％ 79.1 ％ 71.3 ％ 75.1 ％

受 給 者 １ 人 当 た り の 平 均 手 当 額 20,584 円 8,552 円 16,745 円 16,307 円 37,222 円 26,470 円 17,340 円 16,430 円

ア　交通機関等利用 64,000円以下の受給者 969 210 112 8 1 13 13 1,326
64,001円以上の受給者 114 5 18 1 4 2 144

計 1,083 215 130 8 2 17 15 1,470
イ　自転車のみ利用 2,000円の受給者 460 211 24 3 1 6 2 707

計 460 211 24 3 1 6 2 707
ウ�　自動車以外の原
動機付きの交通用
具利用

2,000円の受給者 15 18 1 34
2,300円の受給者 5 6 1 12
3,000円の受給者 1 6 7
3,700円の受給者 2 1 3
4,500円の受給者 1 1
5,200円の受給者 1 1
6,000円の受給者 1 1
6,700円の受給者
7,500円の受給者
8,200円の受給者
9,000円の受給者
9,700円の受給者
10,500円の受給者
11,200円の受給者
12,000円の受給者
12,700円の受給者
13,500円の受給者
14,200円の受給者
14,900円の受給者
16,700円の受給者
18,300円の受給者
20,000円の受給者
21,600円の受給者
23,000円の受給者 1 1
24,700円の受給者
26,500円の受給者
28,200円の受給者
30,000円の受給者
31,800円の受給者
33,500円の受給者
35,300円の受給者

小　　　計 25 33 2 60
高速自動車
国道等利用

64,000円以下の受給者
64,001円以上の受給者

小　　　計
計 25 33 2 60

エ　自動車等利用 3,000円の受給者 337 447 598 22 2 17 17 1,440
4,500円の受給者 278 363 463 31 1 16 22 1,174
5,900円の受給者 148 247 333 36 1 7 18 790
7,400円の受給者 114 156 264 37 9 5 585
8,900円の受給者 81 139 233 26 6 5 490
10,400円の受給者 91 98 243 13 6 5 456
11,900円の受給者 68 57 173 5 3 3 309
13,400円の受給者 61 55 113 8 2 3 242
14,900円の受給者 56 70 127 7 2 2 264
16,400円の受給者 53 31 118 1 1 204
17,900円の受給者 48 23 91 1 1 164
19,400円の受給者 49 18 88 2 3 2 162
20,900円の受給者 33 20 62 2 3 120
22,400円の受給者 16 12 51 1 80
23,900円の受給者 20 9 58 87
25,400円の受給者 21 11 47 1 1 1 82
26,900円の受給者 13 3 32 2 50
28,400円の受給者 18 6 30 6 1 61
29,800円の受給者 11 4 17 2 1 35
33,400円の受給者 41 10 36 5 3 2 97
36,600円の受給者 23 25 3 1 2 54
40,000円の受給者 15 2 18 1 36
43,100円の受給者 24 1 16 3 1 3 48
45,900円の受給者 26 1 12 2 2 2 45
49,400円の受給者 5 8 2 1 16
52,900円の受給者 9 4 1 1 1 16
56,400円の受給者 8 3 1 12
60,000円の受給者 7 3 2 12
63,500円の受給者 1 1 1 3
67,000円の受給者 1 1
70,600円の受給者 1 1 1 3

小　　　計 1,677 1,783 3,268 222 5 88 95 7,138
高速自動車
国道等利用

64,000円以下の受給者 17 1 57 5 2 3 2 87
64,001円以上の受給者 87 191 13 20 1 312

小　　　計 104 1 248 18 2 23 3 399
計 1,781 1,784 3,516 240 7 111 98 7,537

オ　交通機関等と
　自動車等の併用

64,000円以下の受給者 209 35 51 6 8 6 315
64,001円以上の受給者 54 33 1 2 1 91

計 263 35 84 6 1 10 7 406

ア及びオのうち新幹線を利用して通勤している職員 611 人 54 人 135 人 1 人 2 人 13 人 11 人 827 人
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第８表

住 居 手 当 の 支 給 状 況
　１　職員に係る住居手当

給料表
区　分

行政職 公安職 教育職 研究職 医療職
（一）

医療職
（二）

医療職
（三） 計

受 給 者 計
人 人 人 人 人 人 人 人

2,040 806 1,339 126 4 70 55 4,440

職員総数に対する
受 給 者 の 割 合

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
38.6 24.0 31.6 42.7 22.2 38.5 32.2 32.8

11,000円以下の受給者 1 － － － － － － 1

11,100円以上
28,000円未満の受給者 932 369 454 51 1 29 28 1,864

28,000円の受給者 1,107 437 885 75 3 41 27 2,575

受給者１人当たり
平均手当額

円 円 円 円 円 円 円 円
26,084 26,401 26,859 26,566 26,800 26,429 26,302 26,398

　２　配偶者等の借家・借間等に係る住居手当

給料表
区　分

行政職 公安職 教育職 研究職 医療職
（一）

医療職
（二）

医療職
（三） 計

受 給 者
人 人 人 人 人 人 人 人
28 24 4 － － － － 56

受給者１人当たり
平 均 手 当 額

円 円 円 円 円 円 円 円
13,889 13,525 14,000 － － － － 13,741
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第９表

単身赴任手当の支給状況

給料表
区　分 行政職 公安職 教育職 研究職 医療職

（一）
医療職
（二）

医療職
（三） 計

受 給 者 計
人 人 人 人 人 人 人 人
252 298 107 6 1 5 2 671

職 員 総 数 に 対 す る
受 給 者 の 割 合

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
4.8 8.9 2.5 2.0 5.6 2.7 1.2 5.0

受 給 者 １ 人 当 た り の
平 均 手 当 額

円 円 円 円 円 円 円 円
38,063 34,275 35,869 36,667 40,000 39,200 38,000 36,030

距

離

別

内

訳

100㎞未満　 　　　　
� （30,000円）

人 人 人 人 人 人 人 人
35 155 39 1 － － － 230

100㎞以上　150㎞未満
� （38,000円） 142 106 41 5 － 2 2 298

150㎞以上　200㎞未満
� （40,000円） 52 26 17 － 1 3 － 99

200㎞以上　250㎞未満
� （42,000円） 9 4 6 － － － － 19

250㎞以上　300㎞未満
� （44,000円） 10 5 3 － － － － 18

300㎞以上　500㎞未満
� （46,000円） － 1 1 － － － － 2

500㎞以上　700㎞未満
� （54,000円） － － － － － － － －

700㎞以上　900㎞未満
� （62,000円） 4 1 － － － － － 5

900㎞以上1,100㎞未満
� （70,000円） － － － － － － － －

1,100㎞以上1,300㎞未満
� （76,000円） － － － － － － － －

1,300㎞以上1,500㎞未満
� （82,000円） － － － － － － － －

1,500㎞以上2,000㎞未満
� （88,000円） － － － － － － － －

2,000㎞以上2,500㎞未満
� （94,000円） － － － － － － － －

2,500㎞以上　 　　　　
� （100,000円） － － － － － － － －
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第10表
地 域 手 当 の 支 給 状 況

地域手当
支給区分

区　分

計
東京都
のうち
特別区
20/100

大阪府
のうち
大阪市
16/100

愛知県
のうち
名古屋市
15/100

北海道
のうち
札幌市
3/100

人事委員会が定める
公署等の所在する地域 異動保障

による
地域手当

埼玉県さいたま市
千葉県千葉市
15/100

宮城県仙台市
6/100

岐阜県可児市
3/100

人 人 人 人 人 人 人 人 人
支 給 人 員
（構成比）

82 38 5 3 4 2 5 1 24
（�100.0%）（�46.3%）（� 6.1%）（� 3.7%）（� 4.9%）（� 2.4%）（� 6.1%）（� 1.2%）（�29.3%）

平均手当月額 円 円 円 円 円 円 円 円 円
45,288 66,479 57,501 52,350 12,198 47,393 17,461 8,724 20,968

（注）　異動保障による地域手当とは、国家公務員（警察官に限る。）又は給料表の適用を受けない地方公務員（警察官に限る。）
であった者が、給料表（公安職給料表に限る。）の適用を受ける職員となり、当該給料表の適用を受けることとなった日の
前日に地域手当の支給を受けていた場合、給料表の適用日から以後二年を経過する日までの期間内、地域手当を支給する。

第11表
寒 冷 地 手 当 の 支 給 状 況

　１　札幌市以外の地域に在勤する職員
給料表

世帯等の区分
行政職 公安職 教育職 研究職 医療職

（一）
医療職
（二）

医療職
（三） 計

世
帯
主
で

あ
る
職
員

扶養親族あり 人 人 人 人 人 人 人 人
249 258 381 57 0 10 4 959

その他の世帯主 493 251 409 109 1 22 21 1,306

そ の 他 の 世 帯 主 84 17 154 10 0 5 4 274

合　　　計 826 526 944 176 1 37 29 2,539

手当受給者１人当たり
平 均 手 当 月 額

円 円 円 円 円 円 円 円
5,084 5,765 5,335 5,208 4,250 4,946 4,524 5,318

　２　札幌市に在勤する職員
給料表

世帯等の区分
行政職 公安職 教育職 研究職 医療職

（一）
医療職
（二）

医療職
（三） 計

世
帯
主
で

あ
る
職
員

扶養親族あり 人 人 人 人 人 人 人 人
2 0 0 0 0 0 0 2

その他の世帯主 2 0 0 0 0 0 0 2

そ の 他 の 世 帯 主 0 0 0 0 0 0 0 0

合　　　計 4 0 0 0 0 0 0 4

手当受給者１人当たり
平 均 手 当 月 額

円 円 円 円 円 円 円 円
7,588 0 0 0 0 0 0 7,588
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第12表

適用給料表別平均経験年数、平均年齢、
学歴別人員構成比及び性別人員構成比

給料表
項　目

高等学校
教 育 職

小学校・中学校
教 育 職 事 務 職 医 療 職 計

人 員
（構成比）

47 人
（� 0.5％）

8,390 人
（� 93.8％）

443 人
（� 5.0％）

68 人
（� 0.8％）

8,948 人
（� 100.0％）

平 均 経 験 年 数
年 年 年 年 年

26.8 22.0 22.6 20.1 22.0

平 均 年 齢
歳 歳 歳 歳 歳

49.5 44.9 41.2 41.2 44.7

学 歴 別
人 員 構 成 比

大 学 卒
％ ％ ％ ％ ％

89.4 94.3 － 1.5 88.9

短 大 卒 10.6 5.6 － 98.5 6.1

高 校 卒 － 0.1 100.0 － 5.0

中 学 卒 － － － － －

性 別
人 員 構 成 比

男 性 25.5 42.1 30.7 4.4 41.2

女 性 74.5 57.9 69.3 95.6 58.8
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第13表

市町村立学校職員給料表別平均給与月額の状況
（福島県市町村立学校職員の給与等に関する条例の適用を受ける職員）

項　目

給料表

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在 令和５年
４月１日現在

給　　料 地域手当 管理職
手　当 扶養手当 住居手当 そ の 他 合計

（給与月額） 給与月額

円 円 円 円 円 円 円 円
高 等 学 校
教 育 職 425,511 0 3,606 5,691 5,185 6,349 446,342 448,516

小 学 校・
中学校教育職 384,743 0 6,733 6,864 7,136 9,769 415,245 417,079

事 務 職 320,423 0 0 5,888 7,371 3,509 337,191 337,477

医 療 職 318,763 0 0 7,522 5,518 3,508 335,311 335,094

合　計 381,272 0 6,332 6,814 7,125 9,393 410,936 412,635

（注）　１　給料には、給料の調整額及び教職調整額を含む。
　　　２　その他は、単身赴任手当、義務教育等教員特別手当、へき地手当等及び寒冷地手当である。
　　　３�　高等学校教育職給料表は市立特別支援学校の教育職員が、医療職給料表は学校栄養職員が適用を受けて…

いる。
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第14表

扶 養 手 当 の 支 給 状 況

給料表
区　分

高等学校
教 育 職

小学校・中学校
教 育 職 事務職 医療職 計

受 給 者
人 人 人 人 人

15 2,804 125 24 2,968

職員総数に対する受給者の割合
％ ％ ％ ％ ％

31.9 33.4 28.2 35.3 33.2

受給者１人当たりの平均手当額
円 円 円 円 円

17,833 20,537 20,868 21,313 20,544

支
給
区
分
別
扶
養
親
族
の
状
況

配　　偶　　者

人 人 人 人 人

5 810 10 1 826

扶養親族である子 18 4,204 195 44 4,461

16歳の年度初めから22歳の
年度末までの子 11 1,804 94 13 1,922

配偶者及び子以外の扶養親族 － 194 19 － 213
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第15表 通 勤 手 当 の 支 給 状 況
給料表

区　分
高等学校
教 育 職

小学校・中学校
教 育 職 事 務 職 医 療 職 計

受 給 者 計 45 人 7,584 人 395 人 60 人 8,084 人

職 員 総 数 に 対 す る 受 給 者 の 割 合 95.7 ％ 90.4 ％ 89.2 ％ 88.2 ％ 90.3 ％

受 給 者 １ 人 当 た り の 平 均 手 当 額 6,579 円 9,905 円 9,289 円 9,983 円 9,857 円

ア　交通機関等利用 6 4 , 0 0 0 円以下の受給者 2 25 4 31
6 4 , 0 0 1 円以上の受給者 3 3

計 2 28 4 34
イ　自転車のみ利用 2 , 0 0 0 円の受給者 10 1 11

計 10 1 11
ウ　自動車以外の原
　動機付きの交通用
　具利用

2 , 0 0 0 円の受給者 1 1
2 , 3 0 0 円の受給者
3 , 0 0 0 円の受給者 1 1
3 , 7 0 0 円の受給者
4 , 5 0 0 円の受給者 1 1
小　　　　　計 2 1 3

高速自動車
国道等利用

6 4 , 0 0 0 円以下の受給者
6 4 , 0 0 1 円以上の受給者

小　　　　　計
計 2 1 3

エ　自動車等利用 3 , 0 0 0 円の受給者 10 1,167 50 12 1,239
4 , 5 0 0 円の受給者 13 1,122 60 3 1,198
5 , 9 0 0 円の受給者 12 975 53 9 1,049
7 , 4 0 0 円の受給者 1 831 51 4 887
8 , 9 0 0 円の受給者 2 688 41 5 736
1 0 , 4 0 0 円の受給者 1 549 45 7 602
1 1 , 9 0 0 円の受給者 2 412 18 3 435
1 3 , 4 0 0 円の受給者 318 11 2 331
1 4 , 9 0 0 円の受給者 280 17 4 301
1 6 , 4 0 0 円の受給者 251 8 2 261
1 7 , 9 0 0 円の受給者 197 6 4 207
1 9 , 4 0 0 円の受給者 148 5 1 154
2 0 , 9 0 0 円の受給者 1 116 6 123
2 2 , 4 0 0 円の受給者 79 5 1 85
2 3 , 9 0 0 円の受給者 58 1 2 61
2 5 , 4 0 0 円の受給者 1 73 74
2 6 , 9 0 0 円の受給者 44 2 46
2 8 , 4 0 0 円の受給者 43 2 45
2 9 , 8 0 0 円の受給者 28 2 30
3 3 , 4 0 0 円の受給者 51 2 1 54
3 6 , 6 0 0 円の受給者 37 1 38
4 0 , 0 0 0 円の受給者 11 2 13
4 3 , 1 0 0 円の受給者 11 11
4 5 , 9 0 0 円の受給者 7 7
4 9 , 4 0 0 円の受給者
5 2 , 9 0 0 円の受給者 4 4
5 6 , 4 0 0 円の受給者
6 0 , 0 0 0 円の受給者
6 3 , 5 0 0 円の受給者
6 7 , 0 0 0 円の受給者 1 1
7 0 , 6 0 0 円の受給者 1 1

小　　　　　計 43 7,502 388 60 7,993
高速自動車
国道等利用

6 4 , 0 0 0 円以下の受給者 10 1 11
6 4 , 0 0 1 円以上の受給者 26 26

小　　　　　計 36 1 37
計 43 7,538 389 60 8,030

オ　交通機関等と
　自動車等の併用

6 4 , 0 0 0 円以下の受給者 1 1
6 4 , 0 0 1 円以上の受給者 5 5

計 6 6

ア及びオのうち新幹線を利用して通勤している職員 人 7 人 人 人 7 人
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第16表

住 居 手 当 の 支 給 状 況
　１　職員に係る住居手当

給料表
区　分

高等学校
教 育 職

小学校・中学校
教 育 職 事務職 医療職 計

受 給 者 計
人 人 人 人 人
9 2,238 125 15 2,387

職員総数に対する受給者の割合
％ ％ ％ ％ ％

19.1 26.7 28.2 22.1 26.7

1 1 , 0 0 0 円以下の受給者 － 1 － － 1

1 1 , 1 0 0 円以上
2 8 , 0 0 0 円未満の受給者 2 792 63 11 868

2 8 , 0 0 0 円の受給者 7 1,445 62 4 1,518

受給者１人当たりの平均手当額
円 円 円 円 円

27,078 26,750 26,123 25,013 26,708

　２　配偶者等の借家・借間等に係る住居手当

給料表
区　分

高等学校
教 育 職

小学校・中学校
教 育 職 事務職 医療職 計

受 給 者
人 人 人 人 人

－ 7 － － 7

受給者１人当たりの平均手当額
円 円 円 円 円

－ 14,000 － － 14,000
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第17表

単身赴任手当の支給状況

給料表
区　分

高等学校
教 育 職

小学校・中学校
教 育 職 事務職 医療職 計

受 給 者 計
人 人 人 人 人

－ 125 － － 125

職員総数に対する受給者の割合
％ ％ ％ ％ ％

－ 1.5 － － 1.4

受給者１人当たりの平均手当額
円 円 円 円 円

－ 35,792 － － 35,792

距

離

別

内

訳

	 1 0 0 ㎞未満
（ 3 0 , 0 0 0 円）

人 人 人 人 人
－ 42 － － 42

	 1 0 0 ㎞以上	 1 5 0 ㎞未満
（ 3 8 , 0 0 0 円） － 57 － － 57

	 1 5 0 ㎞以上	 2 0 0 ㎞未満
（ 4 0 , 0 0 0 円） － 22 － － 22

	 2 0 0 ㎞以上	 2 5 0 ㎞未満
（ 4 2 , 0 0 0 円） － 4 － － 4

	 2 5 0 ㎞以上	 3 0 0 ㎞未満
（ 4 4 , 0 0 0 円） － － － － －

	 3 0 0 ㎞以上	 5 0 0 ㎞未満
（ 4 6 , 0 0 0 円） － － － － －

	 5 0 0 ㎞以上	 7 0 0 ㎞未満
（ 5 4 , 0 0 0 円） － － － － －

	 7 0 0 ㎞以上	 9 0 0 ㎞未満
（ 6 2 , 0 0 0 円） － － － － －

	 9 0 0 ㎞以上	 1 , 1 0 0 ㎞未満
（ 7 0 , 0 0 0 円） － － － － －

	1 , 1 0 0 ㎞以上	1 , 3 0 0 ㎞未満
（ 7 6 , 0 0 0 円） － － － － －

	1 , 3 0 0 ㎞以上	1 , 5 0 0 ㎞未満
（ 8 2 , 0 0 0 円） － － － － －

	1 , 5 0 0 ㎞以上	2 , 0 0 0 ㎞未満
（ 8 8 , 0 0 0 円） － － － － －

	2 , 0 0 0 ㎞以上	2 , 5 0 0 ㎞未満
（ 9 4 , 0 0 0 円） － － － － －

	2 , 5 0 0 ㎞以上	
（ 1 0 0 , 0 0 0 円） － － － － －
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第18表

寒 冷 地 手 当 の 支 給 状 況
　札幌市以外の地域に在勤する職員

給料表
世帯等の区分

高等学校
教育職

小学校・中学校
教育職 事 務 職 医 療 職 計

世
帯
主
で

あ
る
職
員

扶養親族あり
人 人 人 人 人
0 794 45 7 846

その他の世帯主 0 1,039 62 9 1,110

そ の 他 の 世 帯 主 0 519 44 7 570

合　　　計 0 2,352 151 23 2,526

手当受給者１人当たり
平 均 手 当 月 額

円 円 円 円 円
0 5,058 4,849 4,854 5,044



２　
民
間
の
給
与
等

２　民 間 の 給 与 等

職種別民間給与実態調査の結果
令 和 ６ 年 ４ 月 現 在
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令和６年職種別民間給与実態調査の概要

　今回の報告の基礎となった職種別民間給与実態調査の概要は、次のとおりである。

１　調 査 の 目 的

　この調査は、本県職員の給与を検討するため、民間給与の実態を調査するものである。

２　調査の内容等

⑴　調査の内容
ア　令和５年８月から令和６年７月までの特別給の支給実績
イ　民間企業における給与改定の状況等
ウ　令和６年４月分として個々の従業員に支払われた給与月額等
エ　令和６年４月分の初任給の状況

⑵　調査期間
　　令和６年４月22日㈪～令和６年６月14日㈮

３　調　査　機　関

　　福島県人事委員会、人事院及び各都道府県等人事委員会

４　調査の範囲等

⑴　調査対象事業所（母集団事業所）
　全産業の企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内の民間事業所　866事業所

⑵　標本事業所の抽出
　母集団事業所を、組織、規模、産業により15層に層化し、これらの層から174事業所を無作為に
抽出し調査を行った。
　調査完結事業所数は、第16表のとおりである。

⑶　調査対象従業員
　雇用期間の定めのない従業員について調査を行った。なお、臨時の従業員及び役員はすべて除外
した。

⑷　集　計
ア　調査実人員は、行政職相当職種が5,576人（初任給関係 343人、初任給関係以外 5,233人）であり、
その他の職種が456人（初任給関係 ８人、初任給関係以外 448人）である。

　　なお、初任給関係以外の調査職種該当者の推定数は41,933人であり、このうち、行政職相当職
種は33,174人である。

イ　総計及び平均の算出に際しては、母集団に復元して行った。
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第19表

産業別、企業規模別調査事業所数

企業規模

産　　業
規 模 計 500人以上 100人以上

500人未満
50人以上
100人未満

産 業 計
事業所
153

事業所
58

事業所
63

事業所
32

鉱 業， 採 石 業， 砂 利 採 取 業、
建 設 業

11 3 4 4

製 造 業 76 21 39 16

電 気・ ガ ス・ 熱 供 給・ 水 道 業、
情 報 通 信 業、 運 輸 業， 郵 便 業

27 15 5 7

卸 売 業 ， 小 売 業 8 2 5 1

金 融 業 ， 保 険 業 、
不 動 産 業， 物 品 賃 貸 業

1 1 − −

教育，学習支援業、医療，福祉、
サ ー ビ ス 業

30 16 10 4

（注）　１　上記調査事業所のほか、企業規模、事業所規模が調査対象となる規模を下回っていたため調査
対象外であることが判明した事業所が２所、調査不能の事業所が19所あった。
２　調査対象事業所174所から企業規模、事業所規模が調査対象外であることが判明した事業所２所
を除いた172所に占める調査完了事業所153所の割合（調査完了率）は、89.0％である。
３　「サービス業」に含まれる産業は、日本標準産業大分類の「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿
泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他
に分類されないもの）」（宗教及び外国公務に分類されるものを除く。）である。
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第20表

職種別、学歴別、企業規模別初任給
（単位：円）　

職　　　　種 学　歴 企業規模計
500人以上 100人以上

500人未満
50人以上
100人未満

事

務

・

技

術

関

係

新 卒 事 務 員

大 学 卒 215,510 221,724 210,035 217,340

短 大 卒 205,799 212,000 199,920 －

高 校 卒 195,893 200,150 194,494 191,200

新 卒 技 術 者

大 学 卒 258,314 267,763 238,607 207,583

短 大 卒 211,010 219,167 209,599 188,700

高 校 卒 198,755 199,438 198,611 192,229

新卒事務員・技術者計

大 学 卒 235,956 250,388 215,887 212,018

短 大 卒 209,348 215,716 207,150 188,700

高 校 卒 197,913 199,566 196,991 191,920

（注）　１�　金額は、基本給のほか事業所の従業員に一律に支給される給与を含めた額（採用のある事業所
の平均）であり、時間外手当、家族手当、通勤手当等、特定の者にのみ支給される給与は除いて
いる。



—　　—20

第21表

職 種 別 平 均 給 与 額 等
　企業規模計

職　種　名 調　査
実人数

平均
年齢

令和６年４月分平均支給額

職種の定義きまって支
給する給与
（A）

（A）－（B）
うち時間
外 手 当
（B）

人 歳 円 円 円

事

務

・

技

術

関

係

職

種

支 店 長 13 54.3 733,627 18,576 715,051 構成員50人以上の支店（社）の長
（取締役兼任者を除く。）

工 場 長 10 56.7 817,935 0 817,935 構成員50人以上の工場の長
（取締役兼任者を除く。）

事 務 部 長 148 53.1 697,883 6,506 691,377
２課以上又は構成員20人以上の部の長
職能資格等が上記部の長と同等と認められ
る部の長及び部長級専門職
（取締役兼任者を除く。）

技 術 部 長 119 52.4 603,760 3,773 599,987 同　　上

事務部次長 58 52.5 509,305 6,728 502,577
前記部長に事故等のあるときの職務代行者
職能資格等が上記部の次長と同等と認めら
れる部の次長及び部次長級専門職
中間職（部長－課長間）

技術部次長 35 53.3 511,949 1,105 510,844 同　　上

事 務 課 長 337 49 504,284 21,333 482,951
２係以上又は構成員10人以上の課の長
職能資格等が上記課の長と同等と認められ
る課の長及び課長級専門職

技 術 課 長 293 48.8 530,522 6,634 523,888 同　　上

事務課長代理 116 47.9 431,163 24,768 406,395

前記課長に事故等のあるときの職務代行者
課長に直属し部下に係長等の役職者を有す
る者
課長に直属し部下４人以上を有する者
職能資格等が上記課長代理と同等と認めら
れる課長代理及び課長代理級専門職
中間職（課長－係長間）

技術課長代理 77 47.7 500,448 45,838 454,610 同　　上

事 務 係 長 441 47.1 391,784 46,266 345,518 係の長及び係長級専門職

技 術 係 長 277 47.1 467,932 73,073 394,859 同　　上

事 務 主 任 266 42.5 330,425 35,631 294,794

係長等のいる事業所における主任
係長等のいない事業所における主任のうち、
課長代理以上に直属し、部下を有する者
係長等のいない事業所において、職能資格
等が上記主任と同等と認められる主任
中間職（係長－係員間）

技 術 主 任 205 44.5 495,972 84,031 411,941 同　　上

事 務 係 員 1,441 39.3 304,825 30,916 273,909

技 術 係 員 1,397 39.8 370,625 47,812 322,813

（注）　１�　「中間職（部長－課長間）」とは、部長と課長の両方がいる場合で、役職、職能資格又は給与上の等級（格付）から
職責が部長と課長の間に位置付けられる者をいう。

２　「中間職（課長－係長間）」とは、課長と係長の両方がいる場合で、役職、職能資格又は給与上の等級（格付）から
職責が課長と係長の間に位置付けられる者をいう。

３　「中間職（係長－係員間）」とは、係長と係員の両方がいる場合で、役職、職能資格又は給与上の等級（格付）から
職責が係長と係員の間に位置付けられる者をいう。
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第22表

民間における家族手当の支給状況

支 給 の 有 無 事 業 所 割 合

家 族 手 当 制 度 が あ る 8 2 . 6 ％

配 偶 者 に 家 族 手 当 を 支 給 す る （ 6 9 . 1 ％ ）

子 に 家 族 手 当 を 支 給 す る （ 7 8 . 9 ％ ）

家 族 手 当 制 度 が な い 1 7 . 4 ％

扶養家族の
構　成　別
支 給 月 数

配 偶 者 1 2 , 5 3 4 円

配 偶 者 と 子 １ 人 1 8 , 6 4 9 円

配 偶 者 と 子 ２ 人 2 4 , 0 7 2 円

子 １ 人 の み 9 , 0 4 9 円

子 ２ 人 の み 1 8 , 0 9 8 円

子 ３ 人 の み 2 7 , 3 9 1 円

（注）　１　「配偶者」、「配偶者と子１人」、「配偶者と子２人」の支給月額は、配偶者に家族手当を支給し、
その支給につき配偶者の収入による制限がある事業所について算出した。
２　「子１人」、「子２人」、「子３人」の支給月額は、配偶者に家族手当を支給せず、子に家族手当を
支給する事業所について算出した。
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第23表

民間における通勤手当の支給状況
　１　在来線を利用する通勤者に対する通勤手当の支給状況

在来線の
通勤手当を
支給する

在来線の
通勤手当を
支給しない全額支給

非課税限度額
（月15万円）
以上

非課税限度額
（月15万円）
未満

そ の 他

％ ％ ％ ％ ％ ％
9 2 . 8 （ 5 2 . 1 ） （ 4 . 6 ） （ 3 6 . 1 ） （ 7 . 2 ） 7 . 2

（注）　（　）内は在来線の通勤手当を支給する事業所を100とした割合である。

　２　新幹線又は在来線の特急を利用する遠距離通勤者に対する特急料金を含む通勤手当の
　　　支給状況

特急料金を含む
通勤手当を
支給する

特急料金を含む
通勤手当を
支給しない全額支給

非課税限度額
（月15万円）
以上

非課税限度額
（月15万円）
未満

そ の 他

％ ％ ％ ％ ％ ％
5 1 . 6 （ 6 6 . 8 ） （ 0 . 0 ） （ 1 7 . 4 ） （ 1 5 . 8 ） 4 8 . 4

（注）　１　新幹線又は在来線の特急を利用する遠距離通勤者がいる事業所を100とした割合である。
　　　２　（　）内は特急料金を含む通勤手当を支給する事業所を100とした割合である。
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第24表

民間における寒冷地手当の支給状況

支 給 の 有 無 割　　　　　合

支 給 す る 5 0 . 7 ％

支 給 し な い 4 9 . 3 ％

札幌市に所在する事業所における
平均支給年額（世帯主の場合） 1 2 9 , 9 8 2 円

（注）�　調査対象は、北海道に所在する事業所である。（人事院令和６年職種別民間給与実態調査資料より引
用）

備考�　職員の場合、札幌市における寒冷地手当の現行支給年額（世帯主である扶養親族のある職員の場合）
は、116,800円である。

第25表

民間における冬季賞与の考課査定分の配分状況
（単位：％）　

項　目　

　企業規模

係　　　員 課　長　級 部長級（非役員）

一定率
（額）分

考課
査定分

一定率
（額）分

考課
査定分

一定率
（額）分

考課
査定分

規　　模　　計 55.4 44.6 50.8 49.2 50.3 49.7

500人以上 54.1 45.9 46.0 54.0 45.8 54.2

100人以上500人未満 56.2 43.8 53.9 46.1 53.2 46.8

50人以上100人未満 55.9 44.1 53.1 46.9 52.3 47.7



３　生　　　計　　　費

３　
生

計

費
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第26表
福島市における費目別、世帯人員別標準生計費

（令和６年４月）

世帯人員
費　　目 １　人 ２　人 ３　人 ４　人 ５　人

円 円 円 円 円

食 料 費 32,520 41,340 53,730 66,120 78,510

住 居 関 係 費 42,190 47,280 43,590 39,890 36,200

被 服 ・ 履 物 費 8,110 7,580 11,570 15,560 19,550

雑 費 Ⅰ 20,970 28,750 44,060 59,380 74,700

雑 費 Ⅱ 8,880 16,020 20,130 24,240 28,360

計 112,670 140,970 173,080 205,190 237,320

標準生計費算定方法
　総務省の「全国家計構造調査」、「全国単身世帯収支実態調査」及び「家計調査」に基づき、令和６年
４月の標準生計費を次の方法により費目別、世帯人員別に算定した。なお、家計調査における福島市の
勤労者世帯の集計世帯数は、42世帯である。
⑴　標準生計費の費目
　標準生計費は、次の５つの費目別に算定している。各費目の内容は、それぞれ「全国家計構造調査」、
「全国単身世帯収支実態調査」及び「家計調査」の次に掲げる大分類項目に対応する。
食　　料　　費……食料
住 居 関 係 費……住居、光熱・水道、家具・家事用品
被服・履物費……被服及び履物
雑　　費　　Ⅰ……保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽
雑　　費　　Ⅱ……その他の消費支出（諸雑費、こづかい（使途不明）、交際費、仕送り金）

⑵　費目別、世帯人員別標準生計費の算定
　２人～５人世帯については、「家計調査」（福島市・勤労者世帯）における令和６年４月の費目別平
均支出金額（日数を365 ／ 12日に、世帯人員を４人に調整したもの）に、費目別、世帯人員別生計費
換算乗数を乗じて算定した。
　なお、１人世帯については、人事院が算定した全国の費目別標準生計費を本県に置き換える方式で
算定した。



４　労働経済指標の動き

４　
労
働
経
済
指
標
の
動
き
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第27表
労　　　働　　　経　　　　　　　　　済　　　指　　　標

年　　月
項　　目

令和５年
４　月 ５　月 ６　月 ７　月 ８　月 ９　月 10　月 11　月 12　月 令和６年

１　月 ２　月 ３　月 ４　月

賃

金

①きまって支給する給与
（調査産業計）

全 国
金額（千円） 310.9 307.7 309.5 309.8 307.3 308.6 311.0 310.9 311.2 306.3 308.1 312.1 316.5
前年同月比（%） 1.0 2.1 1.8 2.0 1.8 1.5 1.8 1.7 1.7 1.2 1.9 2.1 2.3

福 島 県
金額（千円） 270.2 267.1 271.3 271.3 269.9 268.8 270.8 269.6 269.3 268.4 270.5 269.2 271.8
前年同月比（%） △ 1.8 △ 0.8 △ 1.6 △ 1.0 △ 2.0 △ 2.6 △ 2.0 △ 1.9 △ 1.5 1.5 2.5 1.3 0.8

②所定内給与
（調査産業計）

全 国
金額（千円） 285.1 283.5 285.2 285.0 283.2 284.2 285.6 285.2 285.8 282.7 284.2 287.2 291.3
前年同月比（%） 1.2 2.2 1.8 2.1 2.0 1.6 2.0 1.9 2.1 1.5 2.2 2.3 2.5

福 島 県
金額（千円） 248.5 247.0 250.7 250.7 249.3 247.5 248.9 247.6 247.6 248.4 249.5 248.9 251.4
前年同月比（%） △ 0.4 0.2 △ 0.4 △ 0.1 △ 1.0 △ 1.8 △ 1.2 △ 1.0 △ 0.4 2.2 2.7 1.8 1.4

③所定外給与
（調査産業計）

全 国
金額（千円） 25.7 24.2 24.3 24.8 24.2 24.4 25.4 25.7 25.4 23.6 23.9 24.9 25.2
前年同月比（%） △ 1.1 0.8 1.2 0.7 △ 0.1 0.2 △ 0.1 0.2 △ 1.9 △ 3.1 △ 2.5 △ 1.1 △ 2.1

福 島 県
金額（千円） 21.8 20.1 20.5 20.6 20.6 21.3 22.0 21.9 21.7 20.0 21.1 20.3 20.4
前年同月比（%） △ 15.3 △ 12.3 △ 13.2 △ 11.2 △ 12.7 △ 12.1 △ 10.7 △ 11.7 △ 11.7 △ 6.9 △ 0.5 △ 5.2 △ 5.8

労
働
時
間

④総実労働時間数
（調査産業計）

全 国 時間数（時間） 148.3 140.9 149.7 146.3 139.3 143.4 146.4 146.3 143.3 135.7 139.7 141.9 147.5
福 島 県 時間数（時間） 154.1 144.6 156.3 151.5 143.4 149.2 151.5 151.3 149.1 138.1 144.3 144.7 149.8

⑤所定外労働時間数
（調査産業計）

全 国 時間数（時間） 12.6 11.7 11.9 12.0 11.2 12.0 12.5 12.3 12.1 11.2 11.7 12.2 12.2
福 島 県 時間数（時間） 12.0 11.2 11.6 11.4 10.9 11.9 12.3 12.1 11.8 9.5 10.2 10.1 9.8

消

費

支

出

⑥二人以上の世帯
全 国

金額（千円） 303.1 286.4 275.5 281.7 293.2 283.0 302.0 286.9 329.5 289.5 279.9 318.7 313.3
前年同月比（%） △ 0.5 △ 0.4 △ 0.5 △ 1.3 1.1 0.7 1.3 0.3 0.4 △ 4.0 2.8 1.9 3.4

福 島 市
金額（千円） 288.4 306.9 340.6 306.2 294.7 337.6 337.4 267.8 346.1 334.5 367.8 308.3 289.8
前年同月比（%） △ 0.1 18.4 15.9 14.4 △ 13.3 19.3 18.4 △ 3.2 △ 3.9 11.9 25.1 15.2 0.5

⑦二人以上の世帯のうち
勤労者世帯

全 国
金額（千円） 344.2 311.8 298.4 306.3 311.5 311.7 330.6 301.7 348.9 313.2 307.8 353.8 345.0
前年同月比（%） 0.0 △ 1.0 △ 0.7 △ 3.6 △ 3.4 △ 0.7 0.6 △ 2.1 △ 1.4 △ 5.4 3.0 4.1 3.2

福 島 市
金額（千円） 309.5 311.0 394.7 316.7 292.7 332.4 352.9 263.6 392.7 426.1 352.4 355.8 314.1
前年同月比（%） △ 12.8 8.8 20.7 4.9 △ 1.1 △ 3.2 12.3 △ 14.9 5.1 18.8 3.8 16.5 1.5

物
　
価

⑧消費者物価指数
全 国 前年同月比（%） 3.5 3.2 3.3 3.3 3.2 3.0 3.3 2.8 2.6 2.2 2.8 2.7 2.5
福 島 市 前年同月比（%） 2.8 2.8 3.5 3.8 3.6 3.7 3.8 3.2 2.6 2.4 3.4 3.1 3.4

⑨国内企業物価指数 全 国 前年同月比（%） 5.8 5.1 4.1 3.6 3.4 2.2 1.1 0.5 0.3 0.3 0.7 0.9 1.1

雇

用

⑩常用雇用指数
（調査産業計）

全 国 前年同月比（%） 0.7 0.8 0.6 0.7 0.7 0.8 0.8 1.0 1.1 0.9 1.0 1.2 1.1
福 島 県 前年同月比（%） △ 0.2 △ 0.4 △ 0.6 △ 0.4 △ 0.7 △ 0.5 △ 0.1 0.0 0.1 0.0 △ 0.1 △ 0.1 0.3

⑪有効求人倍率
（季節調整値）

全 国 倍 率（倍） 1.32 1.32 1.31 1.30 1.30 1.29 1.29 1.27 1.27 1.27 1.26 1.28 1.26
福 島 県 倍 率（倍） 1.41 1.41 1.40 1.39 1.37 1.37 1.39 1.38 1.35 1.30 1.30 1.34 1.30

⑫新規求人倍率
（季節調整値）

全 国 倍 率（倍） 2.25 2.32 2.31 2.27 2.31 2.25 2.25 2.25 2.25 2.28 2.26 2.38 2.17
福 島 県 倍 率（倍） 2.08 2.06 2.10 2.00 1.97 2.08 2.14 1.95 1.87 2.06 1.94 2.04 1.87

（資料出所）①②③④⑤⑩⑪⑫：厚生労働省（毎月勤労統計調査等）、⑥⑦⑧：総務省（家計調査等）、⑨：日本銀行
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第27表
労　　　働　　　経　　　　　　　　　済　　　指　　　標

年　　月
項　　目

令和５年
４　月 ５　月 ６　月 ７　月 ８　月 ９　月 10　月 11　月 12　月 令和６年

１　月 ２　月 ３　月 ４　月

賃

金

①きまって支給する給与
（調査産業計）

全 国
金額（千円） 310.9 307.7 309.5 309.8 307.3 308.6 311.0 310.9 311.2 306.3 308.1 312.1 316.5
前年同月比（%） 1.0 2.1 1.8 2.0 1.8 1.5 1.8 1.7 1.7 1.2 1.9 2.1 2.3

福 島 県
金額（千円） 270.2 267.1 271.3 271.3 269.9 268.8 270.8 269.6 269.3 268.4 270.5 269.2 271.8
前年同月比（%） △ 1.8 △ 0.8 △ 1.6 △ 1.0 △ 2.0 △ 2.6 △ 2.0 △ 1.9 △ 1.5 1.5 2.5 1.3 0.8

②所定内給与
（調査産業計）

全 国
金額（千円） 285.1 283.5 285.2 285.0 283.2 284.2 285.6 285.2 285.8 282.7 284.2 287.2 291.3
前年同月比（%） 1.2 2.2 1.8 2.1 2.0 1.6 2.0 1.9 2.1 1.5 2.2 2.3 2.5

福 島 県
金額（千円） 248.5 247.0 250.7 250.7 249.3 247.5 248.9 247.6 247.6 248.4 249.5 248.9 251.4
前年同月比（%） △ 0.4 0.2 △ 0.4 △ 0.1 △ 1.0 △ 1.8 △ 1.2 △ 1.0 △ 0.4 2.2 2.7 1.8 1.4

③所定外給与
（調査産業計）

全 国
金額（千円） 25.7 24.2 24.3 24.8 24.2 24.4 25.4 25.7 25.4 23.6 23.9 24.9 25.2
前年同月比（%） △ 1.1 0.8 1.2 0.7 △ 0.1 0.2 △ 0.1 0.2 △ 1.9 △ 3.1 △ 2.5 △ 1.1 △ 2.1

福 島 県
金額（千円） 21.8 20.1 20.5 20.6 20.6 21.3 22.0 21.9 21.7 20.0 21.1 20.3 20.4
前年同月比（%） △ 15.3 △ 12.3 △ 13.2 △ 11.2 △ 12.7 △ 12.1 △ 10.7 △ 11.7 △ 11.7 △ 6.9 △ 0.5 △ 5.2 △ 5.8

労
働
時
間

④総実労働時間数
（調査産業計）

全 国 時間数（時間） 148.3 140.9 149.7 146.3 139.3 143.4 146.4 146.3 143.3 135.7 139.7 141.9 147.5
福 島 県 時間数（時間） 154.1 144.6 156.3 151.5 143.4 149.2 151.5 151.3 149.1 138.1 144.3 144.7 149.8

⑤所定外労働時間数
（調査産業計）

全 国 時間数（時間） 12.6 11.7 11.9 12.0 11.2 12.0 12.5 12.3 12.1 11.2 11.7 12.2 12.2
福 島 県 時間数（時間） 12.0 11.2 11.6 11.4 10.9 11.9 12.3 12.1 11.8 9.5 10.2 10.1 9.8

消

費

支

出

⑥二人以上の世帯
全 国

金額（千円） 303.1 286.4 275.5 281.7 293.2 283.0 302.0 286.9 329.5 289.5 279.9 318.7 313.3
前年同月比（%） △ 0.5 △ 0.4 △ 0.5 △ 1.3 1.1 0.7 1.3 0.3 0.4 △ 4.0 2.8 1.9 3.4

福 島 市
金額（千円） 288.4 306.9 340.6 306.2 294.7 337.6 337.4 267.8 346.1 334.5 367.8 308.3 289.8
前年同月比（%） △ 0.1 18.4 15.9 14.4 △ 13.3 19.3 18.4 △ 3.2 △ 3.9 11.9 25.1 15.2 0.5

⑦二人以上の世帯のうち
勤労者世帯

全 国
金額（千円） 344.2 311.8 298.4 306.3 311.5 311.7 330.6 301.7 348.9 313.2 307.8 353.8 345.0
前年同月比（%） 0.0 △ 1.0 △ 0.7 △ 3.6 △ 3.4 △ 0.7 0.6 △ 2.1 △ 1.4 △ 5.4 3.0 4.1 3.2

福 島 市
金額（千円） 309.5 311.0 394.7 316.7 292.7 332.4 352.9 263.6 392.7 426.1 352.4 355.8 314.1
前年同月比（%） △ 12.8 8.8 20.7 4.9 △ 1.1 △ 3.2 12.3 △ 14.9 5.1 18.8 3.8 16.5 1.5

物
　
価

⑧消費者物価指数
全 国 前年同月比（%） 3.5 3.2 3.3 3.3 3.2 3.0 3.3 2.8 2.6 2.2 2.8 2.7 2.5
福 島 市 前年同月比（%） 2.8 2.8 3.5 3.8 3.6 3.7 3.8 3.2 2.6 2.4 3.4 3.1 3.4

⑨国内企業物価指数 全 国 前年同月比（%） 5.8 5.1 4.1 3.6 3.4 2.2 1.1 0.5 0.3 0.3 0.7 0.9 1.1

雇

用

⑩常用雇用指数
（調査産業計）

全 国 前年同月比（%） 0.7 0.8 0.6 0.7 0.7 0.8 0.8 1.0 1.1 0.9 1.0 1.2 1.1
福 島 県 前年同月比（%） △ 0.2 △ 0.4 △ 0.6 △ 0.4 △ 0.7 △ 0.5 △ 0.1 0.0 0.1 0.0 △ 0.1 △ 0.1 0.3

⑪有効求人倍率
（季節調整値）

全 国 倍 率（倍） 1.32 1.32 1.31 1.30 1.30 1.29 1.29 1.27 1.27 1.27 1.26 1.28 1.26
福 島 県 倍 率（倍） 1.41 1.41 1.40 1.39 1.37 1.37 1.39 1.38 1.35 1.30 1.30 1.34 1.30

⑫新規求人倍率
（季節調整値）

全 国 倍 率（倍） 2.25 2.32 2.31 2.27 2.31 2.25 2.25 2.25 2.25 2.28 2.26 2.38 2.17
福 島 県 倍 率（倍） 2.08 2.06 2.10 2.00 1.97 2.08 2.14 1.95 1.87 2.06 1.94 2.04 1.87

（資料出所）①②③④⑤⑩⑪⑫：厚生労働省（毎月勤労統計調査等）、⑥⑦⑧：総務省（家計調査等）、⑨：日本銀行
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民民間間給給与与のの状状況況をを反反映映ししてて、、約約3300年年ぶぶりりととななるる高高水水準準ののベベーーススアアッッププ

本本年年のの給給与与勧勧告告ののポポイインントト①①

給給与与勧勧告告制制度度のの基基本本的的考考ええ方方

本本年年のの給給与与勧勧告告ののポポイインントト②②
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若若年年層層のの採採用用等等ににおおけけるる
よよりり競競争争力力ののああるる給給与与水水準準のの設設定定

職職務務やや職職責責ををよよりり重重視視ししたた
俸俸給給体体系系等等のの整整備備

地地域域ににおおけけるる民民間間給給与与水水準準のの反反映映

能能力力･･実実績績ををよよりり適適切切にに反反映映ししたた
昇昇給給･･ボボーーナナススのの決決定定

そそのの他他環環境境のの変変化化へへのの対対応応採採用用やや異異動動ををめめぐぐるる様様々々ななニニーーズズ
へへのの適適応応

給給与与制制度度ののアアッッププデデーートト 基基本本的的なな考考ええ方方

人人材材のの確確保保へへのの対対応応 組組織織パパフフォォーーママンンススのの向向上上 ワワーーククススタタイイルルややラライイフフススタタイイルル
のの多多様様化化へへのの対対応応

係係長長級級～～本本府府省省課課長長補補佐佐級級：：俸俸給給のの最最低低水水準準のの引引上上げげ等等

係係員員級級：：新新卒卒初初任任給給のの引引上上げげ等等

本本府府省省課課室室長長級級：：職職責責重重視視のの俸俸給給体体系系へへのの見見直直しし

給給与与制制度度ののアアッッププデデーートト 措措置置内内容容 ①①俸俸給給

【【行行政政職職俸俸給給表表((一一))のの初初任任給給】】

【【係係長長級級～～本本府府省省課課室室長長級級のの俸俸給給水水準準((行行政政職職俸俸給給表表((一一))))】】
((イイメメーージジ図図))

一一般般職職試試験験
((高高卒卒))

一一般般職職試試験験
((大大卒卒))

総総合合職職試試験験
((大大卒卒))
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異異動動保保障障のの延延長長

地地域域手手当当のの大大くくくくりり化化等等

給給与与制制度度ののアアッッププデデーートト 措措置置内内容容 ②②地地域域手手当当

見見直直しし後後のの支支給給地地域域及及びび支支給給割割合合

都都道道府府県県のの級級地地とと異異ななるる地地域域都都道道府府県県級級地地・・支支給給割割合合
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管管理理職職員員特特別別勤勤務務手手当当のの支支給給対対象象拡拡大大

通通勤勤手手当当のの引引上上げげ･･支支給給要要件件拡拡大大等等

再再任任用用さされれたた職職員員へへのの手手当当支支給給のの拡拡大大

上上限限 1155万万円円

扶扶養養手手当当のの見見直直しし

＋

給給与与制制度度ののアアッッププデデーートト 措措置置内内容容 ③③そそのの他他諸諸手手当当

廃廃止止

1133,,000000円円

午午後後1100時時～～午午前前５５時時

指指定定職職職職員員､､専専門門ススタタッッフフ職職職職員員((２２級級
以以上上))､､特特定定任任期期付付職職員員､､任任期期付付研研究究員員
((招招へへいい型型))をを追追加加

特特定定任任期期付付職職員員ののボボーーナナスス拡拡充充

勤勤勉勉手手当当のの成成績績率率のの上上限限引引上上げげ等等

【【勤勤勉勉手手当当のの成成績績率率及及びび人人員員分分布布率率((一一般般職職員員のの場場合合))】】

給給与与制制度度ののアアッッププデデーートト 措措置置内内容容 ④④ボボーーナナスス

33..1155

｢｢特特にに優優秀秀｣｣とと｢｢優優秀秀｣｣をを合合わわせせ
てて3300％％以以上上((ううちち｢｢特特にに優優秀秀｣｣
をを５５％％以以上上))※※
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【【参参考考】】給給与与制制度度ののアアッッププデデーートト 措措置置内内容容一一覧覧

• 異異動動にに資資すするる手手当当((地地域域手手当当のの異異動動保保障障､､
住住居居手手当当､､特特地地勤勤務務手手当当､､寒寒冷冷地地手手当当等等))
をを支支給給。。

• 成成績績率率上上限限をを引引きき上上げげ

• 特特定定任任期期付付職職員員ににもも勤勤勉勉手手当当支支給給

• 通通勤勤手手当当のの支支給給限限度度額額をを１１かか月月当当たたりり1155万万円円にに引引上上げげ

• 新新幹幹線線等等にに係係るる通通勤勤手手当当をを採採用用時時かからら支支給給可可能能 人人事事配配置置のの円円滑滑化化をを図図るる観観点点かからら支支給給要要件件をを緩緩和和

• 単単身身赴赴任任手手当当をを採採用用時時かからら支支給給可可能能

• 管管理理職職のの平平日日深深夜夜勤勤務務にに対対すするる手手当当のの支支給給対対象象時時間間帯帯をを拡拡大大

• 配配偶偶者者にに係係るる扶扶養養手手当当をを廃廃止止しし､､子子にに係係るる扶扶養養手手当当をを充充実実

• 新新卒卒初初任任給給やや若若年年層層のの俸俸給給月月額額をを大大幅幅にに
引引上上げげ

• 俸俸給給月月額額のの最最
低低水水準準をを引引上上げげ

• 本本府府省省課課室室長長級級ににつついいてて､､職職責責重重視視のの体体系系にに

• 地地域域のの民民間間賃賃金金にに関関すするる最最新新デデーータタをを反反映映

•

都都道道府府県県単単位位へへ
広広域域化化

５５段段階階へへ削削減減

• 異異動動保保障障をを２２年年間間かからら３３年年間間にに延延長長

•




